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日系ブラジル人と日本人の民族関係

一共生の視点から一

Ethnic　Relationships　between　Japanese－Brazilians　and　Japanese

　　－Examining　factofs　apt　to　foster“living　togethe〆’一

浅田秀子（Asada，　Hideko）

　This　paper　examines　the　relationships　between　Japanese－Brazilians　and　Japanese　who　live　in　the　same

community．　The　concept　of“living　together”becomes　one　of　the　major　issues　of　these　two　groups．

However，　the　definition　of“living　together”itself　is　not　fully　developed　yet．　Therefore，　this　paper

intends　to　clarify　this　deflnition．　The．　relationship　of　the　two　groups　is　examined　from　the　aspect　of

ethnic　relations　within　the　new　definition．　This　paper　attempts　to　find　out　what　are　the　contributing

factors　to　‘‘living　together”and　what　are　the　obstacles．

はじめに

　近年日本は外国人の長期滞在と定住化が進んできていると言われている。しかしそれは日本

社会にとって初めての経験ではなく、在日韓国・朝鮮人が古くから日本に住むという事実もあ

る。さらに、彼らへの差別も続いているというのが現実である1）。在日韓国・朝鮮人に関する

問題も解決されていない中、日系ブラジル人に代表される近年の外国人労働者の日本への長期

滞在化は新たな問題を日本社会に投げかけている。もしくは、日本社会のそして日本人側の問

題点を反映しているとも言えるだろう。そこで本稿は在日韓国・朝鮮人に関する研究、またア

メリカの民族関係に関する研究を参考にし、日系ブラジル人と日本人の民族関係について考察

したい。特に、日系ブラジル人と日本人との間の地域における共生が取り沙汰されている中、

共生とは何か、またそれを困難とさせている要因について民族関係の視点から見てみたい。す

なわち共生を明確に定義する事、それを阻害する要因の探求、そしてそれらを測定する指標の

基礎を確立する事を試みる。

　まず、共生とは何かをじっくり考える必要がある。共生の定義は民族関係の研究において最

も重要であるにもかかわらず、その定義は意外とされていない事が多い。共生の概念は生物学

や生態学で使われることが多いが、今日では社会科学の分野、特に外国人と日本人との関係に

ついても共生の言葉が使われている。国際交流などの領域では市民レベルでも「外国人との共

生」といった具合にしばしば語られる。すなわち、しっかりとした定義がされないままに共生

の用語は一般の人の間に浸透しているのである。よって、学問の面においても、また一般社会

においてもその定義が明確にされることの必要性があると考えられる。
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共生の定義

広義の共生

　庄司興吉は4つの下位概念をもとに共生の社会科学的概念を提示している。まず第一は、「共

存」である2）。民族対立の視点からみると人は常に民族と民族の対立を繰り返している。それ

ゆえ、多民族が「共存」する必要性が繰り返し論じられているのは言うまでもない。よって、

共生の概念の一部を成すものとして「共存」、それは文字通り「共に生きる」ことが挙げられ

ている。第二に、経済的な差から生まれる対立、いうならば階層と階層の対立が国家内だけで

なく、国家間レベルでも起きている。世界を全体として、資本を持ち富める国とそうでない国

が存在しているのである。この貧富の差を緩和するために富の再分配をする必要がある。1れ

が富を「共有」するとしての、第二の共生の概念である3）。第三に、人間社会が発展すると共

に破壊されてきた自然界との共生である。これを狭義の「共生」と呼ぶ4）。最後に性差別、幼

児虐待、高齢者孤立などにみられるような人間の感性の歪曲や麻痺から、私達の間に共通の感

情を引き出す必要があるとし、それを「共感」として第四の概念とする5）。つまり、「共生」は

社会学的に共存、共有、共生、共感という4つのサブグループから定義されている。

　また、別の定義で興味深いものが有る。黒川紀章は「共生」を仏教の思想から定義している。

仏教の「ともいき」と生物学の「共棲」を重ねて作った黒川の定義は、1）対立、矛盾を含み

つつ競争、緊張の中から生まれる新しい創造的な関係、2）お互いに対立しながらも、お互い

を必要とし、理解しようとするポジティブな関係、3）いずれの片方だけでは不可能であった

新しい創造を可能とする関係、4）お互いの持つ個性や聖域を尊重しつつ、お互いの共通項を

広げようとする関係、最後に5）与え・与えられるおおきな生命系の中に自らの存在を位置づ

けるものとしている6）。これらの定義は本稿で論じる日本人と日系ブラジル人の関係において

十分通じるものがある。

日系人研究を含む国際交流・民族関係の立場からの共生

　次に、日本人と日系ブラジル人の関係の研究に携わる都築くるみが4つの定義を様々な先行

研究から挙げ、それらの共通点を指摘しているので、まずその4つの定義を簡単にみてみたい。

最初の定義として山崎喜比彦は「関係を取り結ぶ各個人や集団がよりよく生きることにプラス

に働いている場合を『共生』」と呼んでいる7｝。しかしこの定義はよりよく生きるとは具体的

には何か、またどうプラスに働くのかといった説明に欠けている。二番目に西澤晃彦は「社会

の再定義と位置づけを踏まえた上で、そのような社会への参加が促進されている社会状態、す

なわち意志決定過程から締め出された社会層が自発的に社会参加している状態を『共生』」と

定義する8）。この定義を本稿の共生とするにはやや抵抗がある。なぜならば、意思決定過程か

らは日系ブラジル人だけでなく昔から日本に住む在日韓国・朝鮮人でさえも締め出されている

ので、これを共生の定義とすると日本では外国人と日本人との共生は全くありえないといって
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も過言ではない。よって、現時点ではこの厳密な定義を考慮しない。三番目の定義は井上達夫

らによるもので、共生とは「異質なものに開かれた社会結合様式であり、それは内輪で仲良く

共存共栄することではなく、生の形式を異にする人々が自由な活動と参加の機会を相互に承認

し、相互の関係を積極的に築き上げてゆけるような社会的結合」とする9）。これは二番目の定

義と多少似たところもあるがそれよりは少し緩やかでなおかつ重要なコンセプトを含んでいる

定義であるように思われる。本稿では居住地域における日系人と日本人の共生を考察する事を

考えると、異質なものに開かれた、そしてその異質性を相互に承認するという点で筆者が考え

る共生の基本的姿勢に共通する部分がある。最後に花崎皐平によると、共生とは「異質なもの

に水平に開かれた社会的結合様式」である1°）。これは異質なものを理解することや開かれてい

ることだけでなく、それらがマジョリティのものと水平、すなわち平等であるという点が重要

である。

　上記の4つの定義に共通する事として、都築はホスト社会が異質な文化集団を締め出してお

り、異質な集団間にはじめから権力の格差が支配的にあり、その格差がない関係を共生と考え、

異質な文化集団が衝突し摩擦や葛藤を繰り返す事を通して相互理解を深め、社会が変わってい

くような動的な関係性を表現しているという点を共通点としてあげている’1）。これらの定義に

共通する動的な関係性と水平性を重視し、またみずからの日系人の集住地である保見団地の観

察から、都築は共生を「一つの社会で、複数の異質な文化集団が相互の生活習慣や下位文化を

理解し、お互いに尊重しつつコミュニケーションを持ち、対等な関係を形成している状態」と

定義する’2）。また、横浜市における外国人住民とB本人の共生として広田康生は異質を排除す

るといった事を超え、異質性を理解することを共生と考えている13）。他に、手塚和彰は日本に

おける外国人労働者との共生として「人種、国籍、言語、文化等において日本人と異なる外国

人が同一社会の中で相互に平等かつ共に存在を認め合い助け合う関係」を挙げ、そこからうま

れるコミュニティで、マジョリティである日本人とマイノリティである外国人が相互に交流し、

協力、参加しあうことを共生の絶対的条件と論じている’4）。また、在日韓国・朝鮮人研究にお

いて谷富夫は共生という言葉を直接的に使ってはいないが、異民族間の関係15）を説明する時、

民族性を顕在にしつつ相互に結合を志向する16）パターンの可能性を挙げているがそれをいわゆ

る共生と同視しても問題はないように思われるのでここに挙げておいた。別の言葉で言うと、

「互いの民族がそれぞれ民族としてのアイデンティティを保持し、それを互いに尊重しあいな

がら共同して生活するということ」である17）。ここにも「異質性（民族性）」、「相互尊重」と

いった上記に論じられている共生の概念が繰り返されている。

定義の共通項からの再定義

　以上限られてはいるが様々な分野から得られたものをまとめてみると、つまり異集団が同じ

地域にて共生するということは

一つの地域で異なる集団が異質性を顕在させつつも　（民族性顕在）その異質性を排除



14 異文化コミュニケーション研究　第4号

するかわりにお互いに理解し（相互理解）、そしてその集団が上下関係でなく平等的

に結合する事（平等性）、すなわちどちらの異集団も同じ住民であり、そこには文化

的違いは存在してもそれによって優劣はつけられず、平等な立場から結合する事とす

る。そして異集団がこれらを共に確立するという事（共同作業）が前提にある。

　この定義からみると、マイノリティとマジョリティが別々に分かれて暮らすセグリゲーショ

ンは共生を確立しているとは言えない。なぜならそこには両者の関係性は形成されておらず（共

同作業欠落）、筆者が考える共生とはほど遠い。しかし、両者の間に関係性が形成される為の

条件やその過程については別の機会に論じたいと思う。よって、本稿で扱う共生とは、セグリ

ゲーションにいたらず異集団がいわゆるマイノリティ・マジョリティ関係ではなく、単に違う

文化背景を持つものがお互いの違いを認め、尊重し、なおかつ対等な立場から地域での生活を

共同することである。具体的に日系ブラジル人のケースをいうと、一つの地域で日系ブラジル

人も日本人住民と同じように生活する事をはばまれず、彼らの民族性を表現でき、しかしその

異質性ゆえに差別される事も無く、そして日本人と共に地域生活を向上させるべく、別々にで

はなく共同作業を集団の優劣なく行うという事である。例えば、日系人は自らの文化を保ち、

彼らの文化を日本人は理解して、同時に日系人側も日本の文化を理解する。また、日系人は自

治会、または教育の場における意思決定の場から排除される事無く他の日本人と変わりなく役

員としても組織に参加する事（もちろん、ここでは日本語を充分に理解していないと大変だろ

うが通訳などを介すれば不可能ではない。重要なのは日系人側の声も日本人側の声と同様に取

入れること）が出来る事である。

定義の測定方法

　日系人と日本人の共生が定義されたがここに問題点が残っている。共生の定義があやふやに

されてきていたという批判点を先に述べたが、同様に共生の有無を測る方法がほとんどといっ

ていいほど追求されていないのである。在日韓国・朝鮮人の研究においては、谷富夫や稲月正

の研究に見られるように、谷の民族関係の諸類型18）にもとついて在日韓国・朝鮮人と日本人と

の関係が「結合」しているかそうでないかを彼らによる指標をもとに測定しているが、他の多

くの外国人を扱った研究において「結合」または「共生」を測定しているものは少ない。つま

り共生の定義はしたもののそれを具体的に測る指標が確立されていないのである。よって、次

に共生を測る指標について考察してみたいと思う。

　共生の定義は、上記の通りいくつかのキーワードから成り立っている。それらを並べると1）

民族性顕在、2）相互理解、3）平等性、4）共同作業である。これらをもとに共生の指標を

作り出してみたいと思う。まず、キーワードを一つずつ測るのではなく全てのキーワードを総

括して測れる指標はないだろうか。つまり、一つの指標において民族性、相互理解、平等性が

内包されているようなものである。なぜなら、一つのキーワードを測ったところで、それが共

生を直接的に測定できるとは限らないからである。例えば、民族性が顕在していたとしても、

先に述べたように異民族が別々に暮らしているかもしれない。そしてそれは共生とは言えない。
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つまり、民族性の顕在だけを測っても共生しているとは限らないのである。つまり、一つずつ

キーワードを測ってもそれは共生を測定していることにはならないのである。よって、全ての

キーワードを含んでいると思われる共生の指標を提案したい。

　そこで、同じ地域に異民族と生活を共にする事を前提とし、それに対して住民がどのように

感じているのかを調べてみる。そしてそれが支持の傾向を示すなら共生の地盤が出来ていると

みなし、よってそこに住む異民族間には民族性が顕在しながらも、相互理解と平等性があると

する。なぜなら、まず異民族と生活を共にするという時点で既に異民族の存在を認知し、それ

はすなわち民族性の表出に対する消極的ではあるかもしれないが肯定であり、民族性顕在を測

ったとみなす。次に、生活を共にするとなると様々な行為を共にする機会があるだろうし、相

手の様々な部分を見ることになるだろう。それを拒否しないで支持するということは相手を知

り、理解するということにつながらないだろうか。そして、共に住むことに賛成ならば自分と

異民族を差別視しているとは言い難い。もし異民族を対等でないとみなすならば、同じ地域に

住みたくないだろうし、もし実際に住んでいたとしたら排除の行動に移るなど、一緒に住む事

に賛成は到底しないであろう。つまり、異民族との社会的距離19）を測れば共生への態度も測れ

るのではないだろうか。異民族と共に生活する状況をどのように感じ、行動するのかを測定す

るのである。社会的距離といっても、個人的なレベルのものに限定する。法律や行政が関わる

異民族との関係ではなく、個人レベルで共生が起きる状況に個人がそれを支持するかどうかを

みるため、日常的におこる状況について測定するのである。よって社会的距離の特に三つの領

域1）学校、2）居住地、3）パーソナルな社会行動をみてみる事にする2°）。

　まず最初に、学校に視点を置いた社会的距離の測定である。これは異民族すなわち日系ブラ

ジル人の児童が学校において構成する比率を基準に、それがどれくらいなら日本人は自分の子

どもを通わせる事に抵抗がないのかをみるのである。ここで留意しておきたいことがある。こ

こでの社会的距離の考察は日本人に対して行われることを前提としている。なぜ日本人の社会

的距離の測定を行うかというのは、浅田21）でも論じられているが、民族関係の研究において日

本人側でない民族を主に考察するものが一般的で、日本人が彼らとの関係にどのような位置を

占めるのかといった研究が欠けているのである。よって、本稿は日系人と日本人の共生に関し

て日本人側の方からのアプローチを試みた。

　学校に関しての社会的距離に議論を戻すと、アメリカの意識調査で使われている質問を参考

に、具体的に子供が通う学校にどれくらいの日系人がいるのなら抵抗がないのかを検証する22）。

次に居住地における社会的距離の測定である。居住地と一口でいっても幅が広いので基準を決

めて考察してみると居住地区全体を含む1）地域住民としてのレベル、そして特に住民が暮ら

している空間、すなわち2）団地・自治区住民のレベルがある。次に、もっと距離が近くなっ

て3）隣人としてのレベルがある23）。最後にパーソナルな行動からの社会的距離を測る具体的

なものとして、日系人との結婚や恋愛関係について、また家族の誰かが日系人を夕食に招待す

る事、友達としてつき合う事に対しての抵抗の度合いを測るのである24）。以上のように、今後

日系人と日本人の関係を特に共生の視点から探求する際には社会的距離を測定の道具として使
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っていきたい。しかし社会的距離は社会での民族集団の受け入れの度合いを測っているという

点から共生の指標として現時点では採用したが、同時に偏見を測定するものとして広くアメリ

カで使われている。異民族集団関係の偏見と受け入れは関連しているけれどやはり違う次元の

ものなので、それらを同じ指標を使って検証する事は適切ではないと思われる。共生の指標の

第一歩として社会的距離を提案したが、今後さらにその明確、かつ適切な指標作りの発展が重

要でありなおかつ急速になされるべき事を今後の課題として述べておく。

共生阻害要因の考察

先行研究からの考察

　共生の定義とその測定方法が明確にされたので、次に実際に日系人と日本人が共に生活する

地域での共生の阻害要因についてみてみたい。

　筆者が特に注目している日本人と日系人の民族関係は保見団地のそれである。何が共生をじ

ゃましているのだろうか。日系人と日本人の関係を左右しているのは何だろうか。まず、共生

の有無を検証する事は本稿の目的ではないので、簡単に保見団地での両者の関係についての考

察を先行研究からみてみたい。駒井によると他の日系人集住地での日本人住民との関係に比べ

ると保見団地のそれは比較的悪いとされている25）。すなわち共生がうまくいっていないという

ことである。また、都築による調査においても同様な結論が出されている26）。これらの発言、

調査においてどのように共生が存在していないと判断されたのか、またどのような指標をもっ

てそうされたかについては不明で、明確な基準は設けられていなかったといっても過言ではな

いだろう。だからといって、その判断が間違っているとは言えない事だけを述べておこう。こ

の議論はまた別の機会にするとして、本稿ではなぜある地域では共生が程度の差または限界は

あるとしても存在し、他方別の地域ではそれが存在しないのかに焦点を当て探求を試みる。

共生阻害要因考察の視点

　はじめに、共生を左右する可能性のあるものとして大きく分けて二つの視点に注目した。一

つは日本人（マジョリティ）と日系人（マイノリティ）の間に起きうる1）「剥奪」の存在で、

二つ目は日系人（マイノリティ）の2）「人口増加・集中」である。つまり、これらの二点が

共生を阻害したり、また可能にさせる重要な鍵を握っているのではないかと思われる。もちろ

んこれらの他にも共生を阻害していると思われる様々な要因がある。例えば、集住地での行政

や自治体のあり方、NGO・ボランティア活動、日系人側の日本文化や日本語の理解度、受け

入れ側の集団の性質、リーダーの存在、交流の度合い、受け入れ側の今までの異文化体験、日

系人の代表団体の有無とその活動内容、外国人の可視性などさまざまである27）。

　しかし、「剥奪」と「人口増加・集中」は上に並べた共生への影響要因とは少し異なる性格

を持っている。というのは「剥奪」と「人口増加・集中」は上記のそれぞれの要因の根底にあ

り、つまり上記の事柄はだいたいこの二点がはじめに存在した結果、またはその過程に存在す
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るということである。すなわち、「剥奪」や「人口増加・集中」が行政、NGO、そしてボラン

ティアの活動に影響し、結果として接触・交流が存在し、日本語能力、リーダーが必要とされ、

過去の異文化体験が呼びおこされ、受け入れ側の集団の性質が明らかになる。　よって、この

原点となる二点に注目し、共生の阻害要因の可能性としての考察を試みる。また、これらは日

本国内における在日韓国・朝鮮人と日系ブラジル人の研究、そしてアメリカにおける白人・黒人

関係の研究からヒントを得た。

1－1）一方への剥奪

　最初に「剥奪」の視点からみてみよう。これはアメリカの白人・黒人研究において、白人が

アファーマティヴ・アクションにみられるような黒人、その他のマイノリティ・グループを支

援するような政策に反対するのはなぜかということを検証する研究において指摘されているも

のである。これはローレンス・ボボによって導かれた説であり、異集団間を考察するにあたり

とても有益な指摘を含んでいる。集団間のことは心理的な視野からでなく集団レベルの行動の

結果として扱おうというものである。この説はハーバート・ブルーマー28）の偏見は“sense　of

group　position”の主張から派生している。ボボによると、優位集団（マジョリティ）は現在

彼らが持っている社会的資源、地位、特権を自分達が受け取るべきとみなし、それらをねらう

他の集団（マイノリティ）を脅威と感じ葛藤するのである29）。具体的に見ると、居住地で白人

と黒人が一緒に住む事に反対する白人の態度はこの集団間の競争を認識し、自分達の住宅街を

黒人たちに奪われたくないという気持ちに強く影響を受けている事が判明している3°）。このよ

うな態度は住宅においてのみならず、黒人と一緒の学校に通う事や、黒人の地位向上を目的と

する政策等にも反対する事にあらわれている31）。つまり、マイノリティをみずからの優位な立

場を奪う脅威とみなし彼らに否定的態度をとるのである。では、このグループ・コンフリクト

説、又は最近のボボの論文においてはグループ・ポジションと恐怖心仮説として扱われている

見解がどのように日系人と日本人の共生に関係しているか。この仮説との関係をみてみること

にする。

　まず、日系人と日本人との間にどのような恐1布心が存在しうるのだろう。居住地域の視点か

らみてみることにする。日本人住民にとって今まで彼らが楽しんできた、もしくはその意識の

無いまま暮らしていた居住地域に日系人が住むようになり、今までとは違った様湘に成った。

それについて、自分達が保持してきたすてきな住宅を日系人達に脅かされたくない、またはそ

こまでいかなくとも、奪われつつあるという意識が日本人側にあるとしたら、それは共生する

にあたって大きな阻害要因になるだろう。都築が言う、日系人の集住の結果その地域では治安

の悪化、分譲住宅の価格の下落など日本人にとって「良いところはない」といった状況の中32）、

日本人側が特権や社会的資源や地位など、今まで彼らが持っていたものを日系人に奪われつつ

あるという意識が全くないとはいえないだろう。よって、日本人が「剥奪」を被ることから恐

怖心が生まれ、それゆえ日系人と共に良く暮らす事、すなわち共生に対しての阻害要因になっ

ているのではないかと思われる。
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1－2）　両者への剥奪

　次に、別の視点から「剥奪」と「共生」の関係をみてみよう。先に述べた「剥奪」の影響と

は違ってそれが一方のグループのみならず両者を襲う可能性がある時、この「剥奪」は先のグ

ループ・ポジションと恐怖心仮説とは逆の方向に、つまり共生を邪魔するのではなく、反対に

共生へと導く可能性があるということである。谷33）によると、両者への剥奪を契機に異集団が

結合するというのである。この説は在日韓国・朝鮮人と日本人の研究の結果から得られたもの

である。詳しく見ると、在日韓国・朝鮮人が多く居住する地域で日本人と在日韓国・朝鮮人の

両者の利害が一致し、両集団が協力しないことには「共倒れ」になるという状況が互いを呼び

合い、協力関係が成立したという34）。このケースの場合、地元商店街が傾斜し日本人経営者の

みではどうにもならず在日韓国・朝鮮人経営者と協力し商店街を活性化しようと両者が協力し

たり、またPTA活動に在日韓国・朝鮮人生徒がマジョリティという中、日本人役員のみでは

PTAの機能は働かず停止寸前の危機に追い込まれ、その解決のためには商店街の時と同じよ

うに在日韓国・朝鮮人と日本人が協力しその危機を乗り越えるという傾向がみられた。つまり、

「共倒れの可能性のある剥奪」がグループ間の協力をもたらし、それが結合へとつながったの

である。逆を言うと剥奪が両者に及ばない場合は結合、すなわち共生は難しいというのである。

　このアプローチは谷の在日韓国・朝鮮人の考察のみならず、先に述べられた日系ブラジル人

と日本人の集住地である群馬県大泉町のケースにもあてはめてみることができる。まず先述の

ように大泉町において日系人と日本人の関係は良いとされている。そこでは中小企業が集まり

結成された「東毛地区雇用安定促進協議会」が直接日系人を雇用したりといった具合に積極的

に彼らの取り組みをおこなっている35）。これはまさに地元経済の危機や人手不足を日系人雇用

によって回避したといっても過言ではない。大泉町の町長は町工場がやっていくには日系人の

力がなければ生きていけないと判断し、いかに彼らと日本人がうまく住んでいくかという事に

ついて行政の支援を惜しまないと発言した事からみられるように36）、地域の危機を日本人住民

のみならず日系人住民と協力する事によって乗り越えたのである。つまり、「剥奪」は一方で

は共生への障害となり（アメリカ黒人と白人の場合）、他方、共倒れの可能性のある「剥奪」

からは共生への結合が見出されるのである（在日韓国・朝鮮人と日本人の場合）。この知見は

今後の日本人と日系人の民族関係を探るのに重要なポイントになる可能性を持っている。また

他の民族集団の集住地、例えば、新宿・大久保などをこれらの視点から考察してみる価値があ

る。

2）　人口増加・集中

　次に二つ目の共生を左右する可能性のある要因としてのマイノリティ・グループの「人口増

加・集中」を考察してみよう。「人口増加・集中」はさらに三つの種類に分類される。一つは

ストレートに1）単純な人口の増加・集中であり、二つ目は、それによって可能になり得る2）

下位文化の表出で、最後に人口が集中するか否かの鍵を握る居住スタイルとしての3）混住で
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ある。これら3点はお互いに関連する部分もあるが一つずつみてみたいと思う。しかしここで

注意してほしい点がある。都築によると「下位文化の表出」と論じられているが、「下位」と

いう言葉にはすでに日本文化以外のものはそれより劣るという意味が含まれているように感じ

られる。それゆえ筆者は「下位文化」よりも「民族性」という言葉を使用する方が望ましいと

思われる。したがって以下に都築により「下位文化」と論じられている箇所も「民族性」また

は「民族性顕在」と筆者により変えられている。

2－1）　単純な人口増加・集中

　では、「人口増加・集中」に議論を戻そう。これはまず3つの種類に分けられるが、これら

の根底にあるのは人口が増加・集中すると異集団間に葛藤が生じ共生は困難になるという点で

ある。まず、一つ目の「単純な人口の増加」は、ある地域にマイノリティの人口が増加すると

集団間の闘争が増加することがアメリカの白人・黒人研究で明らかにされている。例えば、白

人が多く暮らす居住区に黒人の人口が増加するのに伴い、反黒人偏見が高まり、そしてそれは

白人と黒人の関係を悪化させたという37）。別の研究にもマジョリティがマイノリティとの接触

を避ける原因としてマイノリティ人口の増加が挙げられている。木村英憲の調査によると黒人

の人口増加により白人は今まで密かに抱いていた恐怖心を押さえる事が出来なくなり黒人との

接触自体を避けるというsa）。そして、先に述べた「剥奪」の視点と関連するが、人口が増加す

るとそれだけ集団間の資源、その他をめぐる競争も激しくなり、結果として恐怖心をマジョリ

ティ側に起こさせることにつながるのである39）。よって、人口の増加が集団間に偏見や競争を

引き起こし、それが最終的には集団間の共生を困難なものとするわけである。

　この見解から日系人と日本人の関係についてみてみると、確かに日系人がより多く住んでい

る集住地の方がそうでない集住地より問題があるようである。例えば、豊田市保見団地と豊橋

市の岩田団地を比較すると、前者の方が日系人の入居個数割合から見ると断然日系人人口が集

中していると言える。保見団地にある三つの自治区の外国籍入居戸数は三自治区全体から見て

も1998年12月の段階で平均30％の外国籍の住民が暮らしている4°）。外国籍住民が全てブラジル

人というわけではないだろうがほとんどがブラジル人といっても言い過ぎではないだろう。中

でも県営保見では1998年12月の全体入居戸数（1125戸数）の44％（498戸数）が外国籍者によっ

て占められている。一方、岩田団地では全体の入居数に対してブラジル人の占める割合は25％

である41）。その数値は日本の他の地域と比べると大きいが保見団地のそれと比べると小さく見

えてしまう。では、これらの二つの地域にはどのような集団関係の違いがあるのだろうか。都

築によると岩田団地は保見団地より比較的日系人と日本人の関係は良好であると判断している

42） B前者の自治会長の熱心なそして日系人を地域に取り組む事を前提とした姿勢（リーダーと

しての資質）に共生への道が開けている事は間違いないとしても、やはり日系人の集中の度合

いが大きく違う事も関係しているのではないか。つまり、日系人人口が単純に集中している地

域の方がそうでない所より共生への道が険しいという事が言えないだろうか。
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2－2）　民族性顕在

　二番目の「民族性顕在」は人口集中がまず存在してから可能なことだが、簡単に言うとそれ

はマイノリティ・グループの異質性が表れている事である。例えば、日系ブラジル人の例をと

ると、日系人が集中すると日本人との交流がなくても同じ文化を持つ日系人との交流だけで自

分の国と同様に生活する事ができるようになるという43）。これは先に述べた「民族性顕在」の

一面である。ここで記しておきたい点がある。なぜ「民族性顕在」は一方では共生に必要なキー

ワードとして、他方では阻害する要因としてという両極端な知見が得られているのだろうか。

まず後者の議論を考慮すると、民族性が表出するというのは単に異質性が目に触れるだけでは

なく、日本人や日本文化と衝突する日系人文化が表れてきたという事である44）。すなわち、母

国のスタイルを、例えば言語や生活習慣を継続することが可能になり、それらの中には日本に

とって害の有る異質性である場合に共生が難しくなると言うのである。具体的に、ホスト社会

にとって逸脱行為とみなされるものはごみの捨て方から騒音、団地内広場での飲酒等など、い

わゆる生活を脅かす種類のものである45）。そしてその異質性の表出を可能にさせるには、先に

も述べたようにある一定の人口が必要である。

　確かにこの議論にはうなずける点もある。「民族性」が生活を脅かす種類の異質性、例えば

ゴミの出し方や騒音につながるかは別にして、民族性が顕在化すれば稲月も言うように、『「人

口の異質性が高ければ高いほど、それぞれのアイデンティティをますます際だたせて対峙して

いるわけで、対内結束は対外分離に比例する」というメカニズムが働いている』46）とすると確

かに共生とは反対方向である。しかし、ここで谷の民族関係の諸類型を思い出すと、民族性が

顕在する社会には異民族との関係に二つの可能性がある。一つは結合いわゆる共生で、他方は

分離である47）。よって「民族性の顕在」があることが直接的に民族間の共生を左右するのでは

なく、他の要因が備わってこそ民族性を表した集団が他の民族と共に生きていく事ができ、ま

たその反対のケースが起きるのである。それは谷によると「共倒れの剥奪」である。しかし、

ここで共生の定義を振り返ってみると、民族性を顕著にし、なおかつ先に述べられたように「平

等性」、「相互理解」が共生には同時に必要なのである。またはこれらを可能にさせる別の要因

が必要なのである。よって、ここで挙げられた「民族性の表出」をすぐに共生の阻害要因と位

置づけるには、まだ議論の余地があるが、一般的に日本人とは違う民族性が表出するとそこに

問題が生じる可能性があり、それゆえ先生が困難になるという事である。

2－3）　混住

　最後に、居住スタイルとしての「混住」は人口増加に至るかそうでないかの重要なポイント

を含んでいる。もし地域にマイノリティもマジョリティも混ざって暮らしていれば（混住）、

すなわち、特定の場所に固まってマイノリティが住んでいなければ摩擦も少なく、共生へと進

むのではないかというのである。駒井48）によると、日本全体が欧米諸国と比べて外国人との共

生が比較的うまくいっている、またはあまり大きな問題はおきていない49）という理由の一つに

日本の居住パターンをあげている。日本の居住パターンは欧米諸国のそれとちがって、外国人
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だけが集中して他と離れて暮らす地域が形成されておらず、日本人も外国人も一緒のアパート

や地域で混住しているので共生が比較的うまくいっているというのである。逆に言うと、混住

せずマイノリティが固まって暮らしている場合、特にゲットーなどを形成している場合共生へ

の道を阻害しているという事である。

　この角度から日本人と日系人のケースをみてみると、確かに両者はセグリゲーションではな

く混住していると言える。団地のある棟に日系人が集中しているという事実もあるだろうがそ

れでも隣の棟には日本人も暮らしているわけで、よって通う学校や買い物するスーパーなどは

同じで、車を走らせる道路、子供が遊ぶ公園も共有している。これらはセグリゲーションがお

こっているならばありえない状況である。また、一棟にそれほど外国人が多くなければ日本人

住民の居住マナーを守って生活している場合も多いという報告もある5°）。すなわち、混住して

いれば日系人と日本人との間の問題も比較的少なく、よって共生へより近づいているというの

である。

　以上に、共生を阻害する要因として考えられる二つの視点「剥奪」と「人口増加・集中」を

検証した。これらの視点がいかに日系人と日本人の共生に影響があるかを考察したが、「剥奪」

と「人口増加・集中」の要素がそれぞれに互いに強く結び合っているという事実がある。また

は「剥奪」のプラスとマイナスの両方向の影響に加えて、「民族性顕在」に関しても決まって

一定の方向に仮説が向かっているとは限らない。こういった点を主にふまえて「剥奪」と「人

口増加・集中」の視点について筆者なりの評価を以下に述べる。

共生阻害要因考察に関する問題点

　まず、先にも述べたように二つの視点、そしてそれらの下位要素も互いに重なり合っている

という点である。マイノリティ、マジョリティのどちらか一方に感じられる剥奪だろうが両者

におこる共倒れの剥奪にしても、それには異集団が共に同じ地域に存在する事が前提条件であ

る。言い換えると混住があってこそ可能になることである。同じ空間に両者が共に居なければ、

例えば経済、学校、住宅などを共有しなければ「剥奪」そのものが存在し得ないのである。す

なわち混住と剥奪自体が強い相関関係にあるのではないか。とすると、混住と剥奪の共生への

影響を測定するのに両者が相互に排他的な指標を用いらないと測定結果が信頼できるものでは

無くなってしまうという危険性を含んでいる事に留意しておきたい。

　次に人口が充分にあり「民族性顕在」があると共生が困難になるという説と、その逆の共生

には「民族性顕在」が必要であるという定義がされた。日系人の人口の増加と「民族性顕在」

は様々な地域でみられるが、それが決まって両者の関係を悪化させているわけではないケース

が実際に見受けられる。大泉町では人口増加に伴い「民族性」ももちろん表出されている。し

かしそこでの日本人と日系人の関係は良好とみなされている。反対に、民族性が顕在する保見

団地での関係は良いとは言い難い。したがって、「民族性」が両地域で表出しているにもかか

わらず、集団関係はプラスとマイナスの逆方向の結果を持ち合わせている。先にも述べたよう

に、それは表出自体が鍵を握っているのではなく、それが起きる状況がどういったものかが重
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要ではないか。問題が生じても解決されたり、問題の根源を日系人だけに求めなかったりと、

同じ問題がおきてもそれに対しての対応、結果が違うのである。この違いは一体なぜ起こるの

だろうか。ここに共生の定義にみられる「相互理解」や、「平等性」の存在の必要性がみられ

ないだろうか。よって、どういう時にこれらが存在するかを探求することが重要である。

　三番目に、「民族性顕在」と混住の関係を見た時、一般的に考えて混住していれば「民族性

顕在」の効果が薄れるのではないだろうか。もし、「民族性顕在」が共生を阻害しているとい

うならば混住していれば民族性の表出が難しくなり、よって共生の阻害要因とはならないとい

えるのではないか。つまり混住によって民族性が表出しないことにより共生が促進されるとは

いえないか。またここでも共生阻害要因とされるもの同士がお互いに関連性をもっていること

になる。さらに、日本全体を見てみるとある程度の密度でマイノリティ・グループが集中して

住む事はあっても、ほぼ完全に日本人社会と別に暮らしているというケースは見当たらない。

在日韓国・朝鮮人の集住地でも彼らの人数は多いといっても近くに日本人が住んでいる。例え

ば日本で最も在日韓国・朝鮮人が多く、かつ高密度に居住しているといわれる大阪市生野区の

通称朝鮮人市場といわれる商店街でさえも半分ほどは日本人の店主から成り立っているのであ

る51）。つまり、混住自体が常に起こっているのである。そういった中で、混住の共生に対する

影響を調べる事が妥当なのか、または可能なのかと考えてしまう。

　さらに、混住だから共生に良い影響を与えているというが、果たして本当にそうなのだろう

か。これは短絡的に結論が出されてはいないだろうか。ただ、たまたま日本は異民族が混住し

ており、たまたまその他の国にみられるような外国人排斥運動や差別事件が起きていないだけ

であって、混住と共生が因果関係を持っているとは実証されておらず、ただそう解釈されてい

るだけではないか。これについては、今後更に検証する必要がある。また、混住していると日

本の生活マナーを守っていることが多いと観察されており、それゆえ問題が無いとみなされて

いるが、だからといって共生していると考えるのは短絡的ではないか。日系人が日本の生活マ

ナーを守って日本人にとって問題が無いのは、裏を返せば日系人側が同化を実行した結果かも

しれない。すなわち、異集団間の「相互理解」そして「平等」という点を重視する共生からは

ほど遠いのではないだろうか。人口が多かろうが少なかろうが同化さえしていれば問題は起き

ていないと判断されているのである。

おわりに

　共生の判断の仕方には十分注意を要することが論じられてきた。例えば、，マイノリティがマ

ジョリティの生活マナーを守るからといってこれは即同化をしている、またそれが強制されて

いるとも言い難い。では、生活マナーを守る事に同化の力が強く働いているわけではないとし

ても生活マナーさえ守っていたら、言い換えると、日本人の生活を脅かす種類の「民族性」さ

え表出していなければ共生はうまくいくのだろうか。ここで在日韓国・朝鮮人の例が思い浮か

ばれる。彼らは見た目にも日本人と変わらず、日本に長く住んでいる者ほど、または世代が新
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しいほどに日本人と区別する事はそう簡単な事ではない。これは、，特に彼らが彼らの民族性を

顕在化していない場合である。つまり、在日韓国・朝鮮人の「民族性」が浮き彫りにされてい

ない場合があるが、だからといって日本人と在日韓国・朝鮮人が共生しているとは言い難iい。

生活マナーを日本風にしていても、日本人との間に「相互理解」、「平等性」が存在するとは限

らない。

　これを念頭におくと「民族性顕在」が欠落するだけでは共生に好影響をもたらすと結論を下

すには問題があるように思われる。また「民族性顕在」が、特に「生活を脅かす種類のもの」

といったように生活習慣に狭く限定していると民族関係は語れないように思われる。よって生

活習慣の違いだけに着目するのでなく、もっと別の次元で日系人の存在が日本人を脅かすもの

として、または両者を脅かすものとしてみた場合に、そして「平等性」に重要な影響をもたら

す両者の力関係を考察の視野にいれた時、民族関係の研究に何か新しい方向性が開かれるので

はないだろうか。同時に、平等性を導くためにとそも重要と思われる「相互理解」なくしては

共生は語れないであろう。今後さらに共生の定義を明確にし、また日本人と日系人の関係を探

る指標を発展したい。そしてそこから両者の共生への道標となるものを提案していきたい。
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